
姫路市勝原区熊見字箱山３１７番３

戸建住宅地

中規模一般住宅が建
ち並ぶ住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北20 20 90 100 戸建住宅地

-

１中専(60,150)

姫路市の人口は微減傾向。新規分譲地や名声の高い地域の需要は
底堅いが、既成住宅地域や隘路の多い地域の需要は弱く二極化が
継続。

成熟した住宅地域で、建替が散見されるものの地域要因の変動は
ない。

個別的要因に変動はない。

比準価格は周辺地域における取引事例より試算されたもので市場を反映した価格である。又、住宅地域においては周辺の取
引価格を指標に価格水準を決定するのが一般的と思料する。尚、当地域は共同住宅も見られるが、当基準地は共同住宅を建
築するには画地規模が小さいことから収益価格は試算できなかった。従って、代表標準地を含む広域的な検討も踏まえ比準
価格を以て鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

空地

利便性が良く、良好な住環境を維持している。需給共に安定的であることから地価水準は概ね横這いで推移するものと予測
する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 95,000円／㎡

公示価格 95,000円／㎡

標準地番号 姫路 24-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

95,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

姫路 24

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲはりま勝原駅南西
450m

ＪＲはりま勝原
450m

(8)

東6m市道､背面道

１中専
(60,150)

（その他）　　　　
(70,150)

特にない 基準方位北、
６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

220

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

14.0  ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 210  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

95,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

95,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0 0.0％ ％

100 ］

100［ ］ 101.0［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

+1.0

0.0

方位

二方路

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 27日 正常価格

令和 4年 7月 5日令和 4年 7月 1日

20,900,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 95,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

75,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は概ね姫路市南西部の住宅地域で、需要者は当圏内の居住者が中心である。当地域は駅徒歩圏にあり、周辺の幹
線道路沿いを中心に利便施設が集積していることから利便性が良く不動産の需給は共に安定している。周辺地域においては
農地転用による小規模分譲地が見られる。地域における需要の中心価格帯は、土地は１，５００万円前後、新築の戸建物件
は３，３００万円前後である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

姫路（県） 41－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

姫路（県） －

基準地番号 提出先

41 兵庫県

所属分科会名

兵庫第６分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社山陽総合鑑定

谷野　千晴



姫路市白浜町寺家１丁目１９４番

戸建住宅地

中小規模の一般住宅
が建ち並ぶ住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北60 40 60 40 戸建住宅地

-

２中専(60,200)

人口は微減傾向。各種政策等の効果もあり、景気は持ち直しつ
つあり、住宅建設及び地価も底堅い動きとなっている。

住宅地域として成熟しており、特段の変動要因はない。周辺に
は商業店舗があるなど利便性を有し、また開発による住宅供給
がみられる。

個別的要因に変動はない。

画地規模が小さいため共同住宅等の想定は困難であり、又経済合理的に戸建住宅の賃貸事業が成り立つ地域ではないため、
収益価格は試算しない。快適性を重視し、収益になじみにくい戸建住宅地域であることから、自用目的で取引され、取引
価格の水準を指標に価格が決定されることが一般的に認められるので、比準価格を採用し、前年からの各変動要因、さら
に同一需給圏の他の標準地との均衡にも留意の上、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

中小規模一般住宅が建ち並ぶ住宅地域として成熟しており、特筆すべき変動要因もなく、当面は現状のまま推移するもの
と予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 73,000円／㎡

公示価格 73,000円／㎡

標準地番号 姫路 1-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

山陽電鉄白浜の宮駅北
東
650m

山陽電鉄白浜の宮
650m

(8)

西5m市道

２中専
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北　　　
５ｍ市道　　

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

154

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 150  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

73,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0 0.0％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 7月 1日 正常価格

令和 4年 7月 6日令和 4年 7月 1日

11,200,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 73,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

58,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は姫路市南東部の住宅地域である。所謂浜手の住宅地域であり、需要者の中心は圏内の居住者、地縁関係者及
び市内への通勤者等である。白浜の宮駅徒歩圏の区画整理済住宅地域で比較的良好な住環境にあるため、周辺でも小規模
の新規分譲が見られ、需要は相対的に堅調である。取引の中心価格帯は、土地は１，０００万円程度、土地建物の総額と
しては２，５００～３，０００万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

姫路（県） 42－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

姫路（県） －

基準地番号 提出先

42 兵庫県

所属分科会名

兵庫第6分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社　陰山不動産鑑定

陰山　陽史



姫路市白浜町字村中丙３５１番外

戸建住宅地

中小規模の一般住宅
が多い旧来からの住
宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 20 20 10 戸建住宅地

-

１住居(60,200)

市の人口は微減、高齢化率は増加。利便性の高い市街地の住宅需
要は堅調であるが、郊外や細街路の多い旧集落は総じて需要は弱
い。

現時点では建て替えや新規分譲等の目立った動きはなく、価格水
準に影響を与えるような特段の地域要因の変動は見当たらない。

個別的要因に変動はない。

戸建住宅が建ち並ぶ住宅地に存し、経済合理的な戸建住宅の賃貸事業が成り立つ地域ではないため、収益価格は求めなかっ
た。市場においては自用目的の戸建住宅用地の取引が支配的であり、需要者は利便性や居住環境の快適性及び価格水準等を
重視して取引する傾向が強い。以上より、市場性を反映した比準価格を採用し、代表標準地価格との検討も踏まえ、鑑定評
価額を上記の通りと決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

古くからの住宅が建ち並ぶ既成住宅地に存し、現時点では特筆すべき大きな地域要因の変動は見られず、当面は現状を維持
しつつ推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 48,300円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

47,600

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

姫路 1

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

+1.0

+58.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

山陽電鉄白浜の宮駅南
東
700m

山陽電鉄白浜の宮
700m

(8)

南5.5m市道

１住居
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北５．５
ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

264

( )

⑨法令上の規制等

不整形
1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

15.0  ｍ、　奥行　約 19.0  ｍ、　規模 280  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

47,700 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

73,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.2％ ％

158.0 ］

100［ ］ 103.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

+3.0

0.0

方位

形状

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 7月 1日 正常価格

令和 4年 7月 4日令和 4年 7月 1日

12,600,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 47,700 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

38,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は概ね市域南東部の山電沿線の住宅地域。近隣地域は古くからの既成住宅地に存し地縁的選好性が強く、需要者
は白浜町及びその縁辺の地区内での住み替えや世帯分離等による新規購入が大半を占め、同一需給圏外からの転入者は少な
い。最寄駅から徒歩圏内と比較的利便な立地にあるものの、細街路が多く街路条件が劣り需要は弱含みである。中心となる
価格帯は２５０㎡程度の画地で１２００万円前後、新築戸建で概ね２５００～３０００万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

姫路（県） 43－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

姫路（県） －

基準地番号 提出先

43 兵庫県

所属分科会名

兵庫第6分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

岡本不動産鑑定士事務所

岡本朋美



姫路市大塩町字浜側６６５番２

戸建住宅地

一般住宅を中心に店
舗併用住宅も散見さ
れる既成住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北150 70 30 30 戸建住宅地

-

対象基準地と同じ

住宅投資は底堅い動きとなり、個人消費は持ち直しとなっている
が、雇用・経済情勢は総じて厳しい状況になっている。

地域要因の変動は特にないが、姫路市郊外にある既成住宅地域で
需要はやや弱い。

個別的要因に変動はない。

一般住宅を主体とするとする地域であり、後述する理由から収益還元法は適用できなかった。近隣地域においては投資目的
での取引はほとんどみられず自用目的での取引が支配的である。したがって、近隣地域及び類似地域内の不動産市場で形成
された価格から試算され、信頼性の高い比準価格を採用して、代表標準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決
定した。

［

［

住宅
Ｗ２

店舗も散見される駅徒歩圏の既成住宅地域であるが、地域要因に特段の変動は見られないため、当面の間、概ね現状のまま
推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 45,700円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

44,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

姫路 1

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

-1.0

+66.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

山陽電鉄大塩駅東
500m

山陽電鉄大塩
500m

(8)

北5m市道

１住居
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北　５
ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

124

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

8.0  ｍ、　奥行　約 16.0  ｍ、　規模 128  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

44,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

73,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-3.7％ ％

166.0 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 7日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 7月 1日 正常価格

令和 4年 7月 5日令和 4年 7月 1日

5,460,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 44,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

36,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は姫路市南東部を中心とする郊外の住宅地域で、需要者の中心は当圏内の居住者であり、圏外からの転入者は少
ない。当圏内においては農地転用による小規模な新規分譲地が散見され、既成住宅地域内の土地の選好性は低下している。
地域における需要の中心となる価格帯は、土地は５００万円～７００万円程度、新築の戸建物件は２，５００万円程度であ
る。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

姫路（県） 44－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

姫路（県） －

基準地番号 提出先

44 兵庫県

所属分科会名

第６分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社田中不動産鑑定

田中計機



姫路市北條字湯ノ坪４３２番１６

高層共同住宅地

高層の共同住宅のほ
か事業所等も見られ
る駅に近い住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北0 90 100 80 高層共同住宅地

-

対象基準地と同じ

直近５年間の市内の総人口は微減、高齢化率の上昇は比較的緩や
か。直近の取引件数は増加傾向、取引価格はやや上昇傾向にある。

当地域は高層の共同住宅のほか事業所等も見られる住宅地域であ
り、特筆すべき地域要因の変動は見受けられない。

個別的要因に変動はない。

最有効使用の観点から上記二手法を適用した。典型的需要者であるデベロッパーは類似の土地の取引価格と開発による事業
採算性を指標としてその意思決定を行うものと思料する。開発法による価格は、各種の想定を前提とする理論的な価格であ
り、価格検証の有力な指標となるものである。したがって本件では、現実の市場実態を反映した実証的な価格である比準価
格と開発法による価格を関連づけ、標準地価格からの検討を行い、上記のとおり鑑定評価額を決定した。

［

［

共同住宅
ＲＣ１０

当地域は高層共同住宅を中心とする住宅地域でるが、地域要因に特段の変動はなく、今後もほぼ現状を維持して推移するも
のと予測する。また地価はマンション市況を反映して若干の上昇傾向にある。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 120,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

122,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

姫路 89

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-1.0

+40.0

+20.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ姫路駅南東
630m

ＪＲ姫路
630m

(8)

南16m市道

準工
(60,200)

（その他）　　　　

特にない。 １６ｍ　市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

1,415

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

30.0 ｍ、　奥行　約 45.0  ｍ、　規模 1,350 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

128,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

200,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.8％ ％

166.3 ］

101.3［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 7日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 24日 正常価格

令和 4年 7月 5日令和 4年 7月 1日

171,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 121,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

96,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏を姫路市を中心とし周辺市等を含む広域的な範囲のマンション立地が可能なエリアと判定した。典型的需要者は
マンションデベロッパーが想定される。ＪＲ姫路駅北の利便性の高い商業地域等では、マンション用地等を前提とした高額
取引が散見され、駅南地域への需要のシフトも窺えるが、対象基準地は周辺の新規供給物件と比較した競争力の程度は高い
とは言えない。立地条件や画地条件等により、取引の個別性が強く中心となる価格帯は見出し難い。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

姫路（県） 45－

開発法 開発法による価格 115,000 円／㎡

姫路（県） －

基準地番号 提出先

45 兵庫県

所属分科会名

兵庫第６分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

ミント不動産鑑定

田中　君憲



姫路市御立中７丁目９９３番２２

戸建住宅地

一般住宅が建ち並ぶ
ミニ開発の住宅団地

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北20 40 20 15 戸建住宅地

-

対象基準地と同じ

直近５年間の市内の総人口は微減、高齢化率の上昇は比較的緩や
か。直近の取引件数は増加傾向、取引価格はやや上昇傾向にある。

近隣地域は一般住宅が建ち並ぶミニ開発の住宅団地で、特筆すべ
き地域要因の変動は認められない。

個別的要因に変動はない。

比準価格を得た。画地規模の観点から経済合理性を有する賃貸住宅経営が困難であると判断したので、収益還元法の適用は
断念した。一方、取引市場では自己居住目的の取引が大半で、売買当事者は市場での取引価格を指標として意思決定を行う
ものと思料する。従って本件では、市場の実情を反映した実証的な価格である比準価格は規範性が高いものと判断して、比
準価格を採用し、代表標準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

近隣地域は一般住宅が建ち並ぶミニ開発の住宅団地であり、当地域に影響を及ぼす特段の要因は認められず、ここ当分の間
はほぼ現状を維持して推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 77,200円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

76,500

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

姫路 34

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

0.0

+5.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ姫路駅北西
6km

ＪＲ姫路
6km

(8)

南7m市道

１低専
(50,100)

（その他）　　　　

特にない。 基準方位　北
７ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「御立中７－９－３」

②地積

（㎡）

133

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0 ｍ、　奥行　約 13.0  ｍ、　規模 130 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

76,700 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

78,300 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.6％ ％

104.0 ］

99.7［ ］ 103.0［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 7日　提出

宅地-1

+3.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 24日 正常価格

令和 4年 7月 5日令和 4年 7月 1日

10,200,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 76,700 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

61,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏を姫路市市街地北西部を中心とする住宅地域と判定した。需要者は姫路市内に居住する一次取得者が中心で、圏
外からの転入は多くないと思料する。周辺には商業施設も存し生活利便性には比較的恵まれているものの、中心市街地から
はやや離れていることから、需要はやや弱含んで推移している。需要の中心となる価格帯としては、土地のみで１，０００
万円前後、新築の戸建物件では２，５００～３，５００万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

姫路（県） 46－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

姫路（県） －

基準地番号 提出先

46 兵庫県

所属分科会名

兵庫第６分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

ミント不動産鑑定

田中　君憲



姫路市大津区恵美酒町１丁目５８番２

戸建住宅地

中小規模の一般住宅
が多い住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 20 30 50 戸建住宅地

-

１住居(60,200)

土地の取引価格は立地条件等による二極化が顕著になりつつある。
景気に不透明さがみられ今後の動向が注視される。

既成住宅地域にあり、地域要因の変動は特に見られない。

個別的要因に変動はない。

既成住宅地域にあり、共同住宅もみられるが、対象基準地の画地規模としては、経済合理性のある賃貸共同住宅の建築を想
定することは本来的に困難であることから収益還元法は適用していない。一方、比準価格は取引市場の実態を反映した実証
的な価格であり、需要者の意思形成過程においても取引価格の水準が指標になるものと思料される。以上より、代表標準地
からの検討を踏まえ、比準価格を採用して、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

中小規模の一般住宅が多い住宅地域であり、特段の変動要因はみられず当面は現状を維持して推移するものと思料する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 71,300円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

70,600

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

姫路 9

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-2.0

0.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

山陽電鉄山陽天満駅西
方
750m

山陽電鉄山陽天満
750m

(8)

北8m市道

１住居
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北８ｍ
　市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

165

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 16.0  ｍ、　規模 160  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

71,300 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

69,200 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

98.0 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 6日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 27日 正常価格

令和 4年 7月 5日令和 4年 7月 1日

11,800,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 71,300 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

57,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は姫路市南西部の住宅地域で、山陽電鉄網干線沿線の住宅地域との価格牽連性は高い。需要者は同一需給圏内に
居住するサラリーマン層等の一次取得者が中心である。区画整然とした住宅地域であり需要は底堅い。周辺地域における価
格帯としては、土地で８００万円～１，５００万円程度、新築住宅では２，５００万円から３，０００万円程度とみられる。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

姫路（県） 47－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

姫路（県） －

基準地番号 提出先

47 兵庫県

所属分科会名

兵庫第６分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社尼信経営相談所

河内谷　順



姫路市安富町安志字弥ノ谷６００番２２５

戸建住宅地

丘陵地に開発された
中規模住宅が多い住
宅地域

23

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北25 50 20 20 戸建住宅地

-

対象基準地と同じ

姫路市の人口は微減傾向。住宅地についてコロナ禍の影響は顕在
化していない。宅地需要は依然として二極化している。

住宅地域として熟成しており、地域要因に特に変動はないが、地
価は弱含みで推移している。

個別的要因に変動はない。

比準価格については、同一需給圏内において信頼性のある自用目的の取引事例を収集することができた。他方、戸建住宅地
域に存し、賃貸需要も乏しいことから、収益還元法は適用できなかった。従って、指定基準地との検討を踏まえ、近隣地域
では自己使用目的の取引が支配的であることから、取引市場の実態を反映する比準価格を採用することが妥当と判断し、鑑
定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
ＬＳ２

姫路市中心部から離れた大規模住宅団地で、地域要因にも大きな変化はないことから、当面は現状で推移するものと予測さ
れる。未利用地も多く残り、地価水準は弱含みで推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 21,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

ＪＲ東觜崎駅北東
14km

ＪＲ東觜崎
14km

(8)

南東6m市道

都計外

（その他）　　　　
土砂災害警戒区域

特にない 基準方位北　６ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

228

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

15.0  ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 220  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

20,200 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-3.8％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 7日　提出

宅地-1

+2.0方位

　補正

ほぼ正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

20,200

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

姫路（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-4.0

+5.0

-20.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

16,800 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

80.6 ］

95.2［ ］ 102.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 7月 4日 正常価格

令和 4年 7月 5日令和 4年 7月 1日

4,610,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 20,200 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は姫路市安富町、夢前町等を中心とする市縁辺部の戸建住宅地域と判定した。需要者は同一需給圏内の居住者が
中心で、圏外からの転入は少ない。需要は利便性の高い市内中心部へと集中しており、市縁辺部の住宅地への需要は依然と
して弱含みである。団地内には未利用地も多く残り、取引は低調に推移しており、取引の中心となる価格帯は見出し難い状
況である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

姫路（県） 48－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

姫路（県） －

基準地番号 提出先

48 兵庫県

所属分科会名

兵庫第６分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

合同会社城下町アプレイザル

長谷川禎典



姫路市市川台１丁目７０番

戸建住宅地域

中規模一般住宅が多
い区画整然とした住
宅地域

24

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北40 60 40 60 戸建住宅地域

-

対象基準地と同じ

景気の先行き不透明感は強い。利便性の高い新興住宅地域等の需
要は堅調であるが、旧集落、既存住宅地域に対する需要は弱含み
である。

周辺で既存住宅の建て替えや取壊しが見られる程度であり、特筆
すべき変動はない。

個別的要因に変動はない。

戸建住宅地域内にあり、賃貸市場が未成熟で適正な純収益等の把握が困難であるため、収益価格は試算できなかった。一方、
取引事例は、同一需給圏内の類似地域から選択した自己利用目的のものが主であり、比準価格は現実の市場実態を反映する
ものとして説得性を有する。よって比準価格を標準に、標準地及び指定基準地価格からの検討を行い、同時に居住快適性に
影響を与える価格形成要因の変動状況も勘案の上、上記をもって鑑定評価額と決定した。

［

［

住宅
Ｗ３

戸建住宅地域として概ね熟成した地域で、地域要因に大きな変動は見られず、当面は現状で推移するものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 82,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

81,900

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

姫路 63

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+2.0

+15.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ姫路駅
2.8km

ＪＲ姫路
2.8km

(8)

北6m市道

２中専
(60,200)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北　６ｍ
市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

234

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

13.0  ｍ、　奥行　約 18.5  ｍ、　規模 240  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

82,200 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

97,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.4％ ％

117.3 ］

100［ ］ 100［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

0.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

82,100

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

姫路（県） -

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-6.0

0.0

+11.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

86,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

104.3 ］

100［ ］ 100［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 29日 正常価格

令和 4年 7月 7日令和 4年 7月 1日

19,200,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 82,200 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

66,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は姫路市中央から東部、用途的類似地域は戸建住宅地域。需要者の中心は同一需給圏居住者で、圏外からの転入
は少ない。周辺の幹線沿いで商業施設の集積が見られる利便性の高い地域であるが、規模の大きい画地が多く周辺の新規分
譲地域と比較して需要は弱含み。土地は本基準地と同程度の規模で２０００万円程度が中心価格帯となっており、建物の取
引は中古物件が中心となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

姫路（県） 49－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

姫路（県） －

基準地番号 提出先

49 兵庫県

所属分科会名

兵庫第６分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社　兵庫不動産鑑定所

秋山　周史



姫路市香寺町中仁野字柿ノ木元１９６番５

戸建住宅地

中、小規模一般住宅
の多い住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 50 50 90 戸建住宅地

-

対象基準地と同じ

住宅投資は底堅い動きとなり、個人消費は持ち直しとなっている
が、雇用・経済情勢は総じて厳しい状況になっている。

旧来からの戸建住宅地域であり、特段の変動要因は認められない。
周辺で新規供給も散見されるが、既成住宅地域内の需要は弱い。

個別的要因に変動はない。

一般住宅を主体とするとする地域であり、後述する理由から収益還元法は適用できなかった。近隣地域においては投資目的
での取引はほとんどみられず自用目的での取引が支配的である。したがって、近隣地域及び類似地域内の不動産市場で形成
された価格から試算され、信頼性の高い比準価格を採用して、代表標準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決
定した。

［

［

住宅
Ｗ２

近隣地域及び周辺地域では中小規模開発が見られるが、当地域はやや古くに分譲された既成住宅地域で、特段の変動要因も
ないことから、現状を維持して推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 56,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

55,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

福崎 1

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

+2.0

-3.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ香呂駅南
750m

ＪＲ香呂
750m

(8)

南5.4m市道

１中専
(60,150)

（その他）　　　　

特にない 基準方位　北　５
．４ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

132

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

9.0  ｍ、　奥行　約 15.0  ｍ、　規模 135  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

55,300 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

54,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-1.3％ ％

100.9 ］

99.8［ ］ 103.0［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 7日　提出

宅地-1

+3.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 7月 1日 正常価格

令和 4年 7月 5日令和 4年 7月 1日

7,300,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 55,300 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は概ね姫路市郊外及びその隣接市町に位置する住宅地域であり、需要者は地縁関係者や圏域内の一次取得者が中
心である。当地域はＪＲ播但線沿線に位置し、駅近隣では小規模開発等による新規の宅地供給も散見されるが、市郊外部に
おける人口減少等地域の活力は減退しており、既成住宅地域の需要は総じて低調である。周辺における新規の住宅供給につ
いては、土地で８００万円程度、新築の建売住宅で２，５００万円程度が需要の中心である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

姫路（県） 50－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

姫路（県） －

基準地番号 提出先

50 兵庫県

所属分科会名

第６分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社田中不動産鑑定

田中計機



姫路市勝原区大谷字内田１７４番３外

戸建住宅地

中規模農家住宅、空
閑地の多い住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北10 20 30 30 戸建住宅地

-

対象基準地と同じ

姫路市の人口は微減傾向。新規分譲地や名声の高い地域の需要は
底堅いが、既成住宅地域や隘路の多い地域の需要は弱く二極化が
継続。

地域要因の変動は特にない。

個別的要因に変動はない。

住宅地域にあることから周辺における取引価格の水準を指標に価格水準を決定するのが一般的と思料する。比準価格は同一
需給圏内の取引事例から試算したもので市場性を反映した価格である。尚、賃貸市場が未成熟であることから収益価格は試
算できず、又、後述の理由により積算価格も試算できなかった。従って、代表標準地との検討も踏まえ比準価格を以て鑑定
評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

揖保郡太子町との境界付近にある住宅地域で、徐々に住宅地への農地転用も進んでいる。周辺には隘路も多いが地価水準は
横這い傾向で推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 41,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

41,900

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

姫路 9

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

-1.0

+70.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ網干駅北
1.3km

ＪＲ網干
1.3km

(8)

南5m市道､東側道

１中専
(60,150)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北、
５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

360

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

14.0  ｍ、　奥行　約 25.0  ｍ、　規模 350  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

41,500 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

69,200 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

171.7 ］

100［ ］ 104.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

+3.0

+1.0

方位

角地

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 27日 正常価格

令和 4年 7月 5日令和 4年 7月 1日

14,900,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 41,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

33,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は概ね姫路市南西部の住宅地域で、需要者は当圏内の居住者が中心である。周辺地域においては農地転用による
小規模分譲地が見られる。当地域の至近まで分譲地開発がなされているが、未だ集落的要素の残る当地域は分譲地に比較し
て競争力が劣ることは否定できない。地域における需要の中心価格帯は、土地は１，５００万円前後、新築の戸建物件は３，
３００万円前後である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

姫路（県） 51－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

姫路（県） －

基準地番号 提出先

51 兵庫県

所属分科会名

兵庫第６分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社山陽総合鑑定

谷野　千晴



姫路市北夢前台１丁目３５番

戸建住宅地

中規模一般住宅が多
い区画整然とした住
宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北25 45 60 60 戸建住宅地

-

対象基準地と同じ

人口は微減傾向、住宅地需要は二極化が続くが、コロナ禍の影響
は少なく、取引件数、住宅着工件数とも堅調に推移している。

造成後経年し、成熟した住宅地域であり、地域要因に特段の変動
はみられない。

個別的要因に変動はない。

画地規模、賃貸需要も考慮すると、経済合理性に基づく共同住宅経営が困難であり、また戸建住宅による賃貸経営が成り立
つ地域ではないと判断したため、収益還元法の適用は断念した。一方、比準価格は、自用目的の取引事例を中心に採用し、
試算された規範性の高い価格であり、取引市場の実態を反映した実証的な価格と判断される。以上により、比準価格を採用
し、代表標準地からの検討を踏まえて、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

中規模の戸建住宅が建ち並ぶ住宅団地として熟成しており、特段の地域要因の変動は見られないことから、当面は現状を維
持しつつ推移していくものと思料する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 78,500円／㎡

公示価格 78,300円／㎡

標準地番号 姫路 34-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

78,100

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

姫路 34

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ姫路駅北西
5.4km

ＪＲ姫路
5.4km

(8)

南西6m市道

２低専
(60,150)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北　６ｍ
　市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

185

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 18.0  ｍ、　規模 180  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

78,100 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

78,300 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.5 -0.3％ ％

100 ］

99.8［ ］ 101.0［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

+1.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 7月 1日 正常価格

令和 4年 7月 7日令和 4年 7月 1日

14,400,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 78,100 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

62,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は姫路市中央から北部を中心とする住宅地域、用途的類似地域は戸建住宅地域。需要者は同一需給圏内に居住す
る第一次取得者層が大半を占める。区画整然とした住宅地域で周辺の分譲地域と比べても大きな差異はなく利便施設にも徒
歩圏であるが、中心市街や鉄道駅から離れるため、市街の住宅地域と比較した場合、競争力は劣る。土地のみで１０００万
円～１５００万円程度、新築戸建物件は２５００万円～３０００万円程度が中心価格帯となっている。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

姫路（県） 52－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

姫路（県） －

基準地番号 提出先

52 兵庫県

所属分科会名

兵庫第６分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

姫路不動産建築事務所

神頭慎太郎



姫路市勝原区丁字家久田６０番１３

戸建住宅地

中小規模の一般住宅
が中心の住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 20 20 20 戸建住宅地

-

１低専(50,100)

市の人口は微減、高齢化率は増加。利便性の高い市街地の住宅需
要は堅調であるが、郊外や細街路の多い旧集落は総じて需要は弱
い。

現時点では建て替えや新規分譲等の目立った動きはなく、価格水
準に影響を与えるような特段の地域要因の変動は見当たらない。

個別的要因に変動はない。

戸建住宅が建ち並ぶ住宅地に存し、経済合理的な戸建住宅の賃貸事業が成り立つ地域ではないため、収益価格は求めなかっ
た。市場においては自用目的の戸建住宅用地の取引が支配的であり、需要者は利便性や居住環境の快適性及び価格水準等を
重視して取引する傾向が強い。以上より、市場性を反映した比準価格を採用し、代表標準地価格との検討も踏まえ、鑑定評
価額を上記の通りと決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

郊外の戸建住宅地として熟成しており、価格時点現在は特段の地域要因の変動は見られず、今後も現状を維持しつつ推移し
ていくものと思料する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 57,800円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

56,500

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

姫路 24

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

+5.0

+65.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+1.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲはりま勝原駅北西
2.3km

ＪＲはりま勝原
2.3km

(8)

南7.5m市道

１低専
(50,100)

（その他）　　　　

特にない 基準方位北７．５
ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

166

( )

⑨法令上の規制等

1.5:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

15.0  ｍ、　奥行　約 11.0  ｍ、　規模 165  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

56,500 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

95,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.2％ ％

171.5 ］

100［ ］ 103.0［ ］

101.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

+3.0方位

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 7月 1日 正常価格

令和 4年 7月 4日令和 4年 7月 1日

9,380,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 56,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

46,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は概ね姫路市中西部から南西部にかけての住宅地域。需要者は姫路市内に居住する第一次取得者層の他、同一需
給圏内での建替え・住み替え需要等が中心である。近隣地域は最寄り駅から徒歩圏外にあり、交通接近性にやや劣る立地に
あり、利便性の高い市街地周辺の新規分譲地との競合から地価は依然として弱含みで推移している。中心となる価格帯は１
６０㎡程度の画地で１０００万円前後、新築戸建で概ね２５００～３０００万円程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

姫路（県） 53－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

姫路（県） －

基準地番号 提出先

53 兵庫県

所属分科会名

兵庫第6分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

岡本不動産鑑定士事務所

岡本朋美



姫路市安富町植木野字中川原３０８番４

戸建住宅地

農家住宅が点在する
農村集落地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北20 30 50 50 戸建住宅地

-

対象基準地と同じ

コロナ禍は経済に打撃を与えたが、各種給付金、超低金利等が功
奏して地価への明確な影響はいまだ見えない。

地域要因に特に変動はなく、集落色の濃い住宅地域であるため、
地域需要は弱含みである。

個別的要因に変動はない。

自用の戸建住宅を主体とする住宅地域で、賃貸需要も乏しく、経済合理的に住宅の賃貸需要が成り立つ地域ではないため、
収益還元法の適用は断念した。当該地域は、自用目的での取引が中心であり、取引価格の水準が指標となり価格決定される
ことが一般的である。したがって、市場性を反映した規範性の高い比準価格を採用し、地価公示標準地からの検討も踏まえ
て、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

住宅
Ｂ２

姫路市の中心部から離れた地域に存する農家住宅の多い地域に存し、やや衰退傾向である。当面はこの傾向が維持されると
予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 8,800円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

8,540

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

姫路 21

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+2.0

+82.0

-10.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ東觜崎駅
北東 10km

ＪＲ東觜崎
10km

(8)

北西8m市道

都計外

（その他）　　　　
土砂災害警戒区域

特にない ８ｍ　市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

226

( )

⑨法令上の規制等

1.5:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

18.0  ｍ、　奥行　約 13.0  ｍ、　規模 230  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

8,500 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

14,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-3.4％ ％

167.1 ］

98.4［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 14日 正常価格

令和 4年 7月 5日令和 4年 7月 1日

1,920,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 8,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は概ね旧安富町を含む姫路市及び隣接市町の住宅地域である。旧来からの農家集落であり、地縁的選好性が強い。
需要者の中心は地縁血縁を有する者等である。市街地中心部から相当離れた旧来の集落地域に所在し、集落地域にあっては
世帯分離にかかわる需要に限定される傾向にあることから用地需要は低調である。需要の中心価格帯と言える相場もばらつ
きが有り、その把握は困難である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

姫路（県） 54－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

姫路（県） －

基準地番号 提出先

54 兵庫県

所属分科会名

第6分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

有限会社三和鑑定

三浦一範



姫路市新在家中の町３３５番６

低層住宅地

中規模一般住宅が多
い閑静な住宅地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北40 40 30 50 低層住宅地　

-

対象基準地と同じ

景気の先行き不透明感は強い。利便性の高い新興住宅地域等の需
要は堅調であるが、旧集落、既存住宅地域に対する需要は弱含み
である。

閑静な住宅地域として熟成している。周辺で既存建物の取壊しや
画地の細分化等が散見される。

個別的要因に変動はない。

周辺は収益性よりも居住快適性、利便性を重視する取引が中心となる地域であり、また、収益価格は、試算過程において想
定要素を多く含むことから比準価格に比べ説得性に欠ける。取引事例は、同一需給圏内の類似地域から選択した自己利用目
的のものが主であり、比準価格は現実の市場実態を反映するものとして説得性を有する。よって、比準価格を標準とし、収
益価格を参考に、同一地点である代表標準地からの検討を行い、上記をもって鑑定評価額と決定した。

［

［

住宅
Ｗ２

住環境の良好な住宅地域として熟成しており、地域要因に大きな変動は見られず、当面は現状で推移していくものと予測さ
れる。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 138,000円／㎡

公示価格 138,000円／㎡

標準地番号 姫路 36-

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

138,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

姫路 36

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+3.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ姫路駅北西
2.8km

ＪＲ姫路
2.8km

(8)

南4.5m市道

２中専
(60,200)

（その他）　　　　
(60,180)

特にない 基準方位北　４．
５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「新在家中の町１０－５」

②地積

（㎡）

260

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

13.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 260  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

138,000 円／㎡

43,300 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

138,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0 0.0％ ％

100 ］

100［ ］ 103.0［ ］

103.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

+3.0方位

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 29日 正常価格

令和 4年 7月 7日令和 4年 7月 1日

35,900,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 138,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

110,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は姫路市街周辺、用途的な類似地域は戸建住宅地域。需要者は地縁等、同一需給圏内の居住者が中心である。市
内でも高品等の住宅地域として名声の高い地域で、富裕層を中心に継続的な需要が見込まれる地域である。規模が大きい画
地が多く一部で細分化による分譲地も見られるが、これらに対する需要も堅調に推移している。本基準地と同規模程度で３
５００万円～４０００万円程度が中心価格帯である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

姫路（県） 55－

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

姫路（県） －

基準地番号 提出先

55 兵庫県

所属分科会名

兵庫第６分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社　兵庫不動産鑑定所

秋山　周史



姫路市白銀町４３番外

中層事務所地

中高層の事務所、店
舗ビルが建ち並ぶ商
業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北0 30 50 20 中層事務所地

-

対象基準地と同じ

姫路駅前や路線型地域の需要は安定的であるが旧来の商店街は弱
い。飲食店等の客足は回復傾向にありコロナ禍の影響は薄れてい
る。

地域要因の変動は特にない。

個別的要因に変動はない。

市中心部の商業地域における取引事例は少ないものの、比準価格は駅前周辺の取引事例より試算したもので、現実の取引実
態を反映している。収益価格は還元利回りの把握等、想定項目を含むことから比準価格に比べて説得性に欠けることは否め
ない。積算価格は後述の理由により試算できなかった。従って、比準価格を重視し、収益価格を比較考量、更に代表標準地
との検討を踏まえることにより鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

事務所
ＳＲＣ７

中高層の事務所ビル等が連たんする地域で、集客力に富む立地にある。コロナ禍ではあるが需要は底堅く、地価水準は横這
い傾向で推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 590,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

623,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

姫路 2

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-3.0

-1.0

-55.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ姫路駅北
450m

ＪＲ姫路
450m

(8)

東50m市道

商業
(80,600)
防火

（その他）　　　　
高度地区

駐車場整備地区
(100,600)

特にない ５０ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

267

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

11.0  ｍ、　奥行　約 25.0  ｍ、　規模 275  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

616,000 円／㎡

476,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

269,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

43.2 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

ない

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 27日 正常価格

令和 4年 7月 5日令和 4年 7月 1日

158,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 590,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

470,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は概ね姫路市をはじめ兵庫県南部の都市中心部の商業地域であり、需要者は地元有力企業や全国規模の法人等で
ある。新型コロナウイルスの影響により姫路城への観光客は激減したが、商店街等への地元客は回復傾向にある。又、当地
域は姫路駅と姫路城とを結ぶ大手前通りに面しており底堅い需要がある。取引価格は立地条件や規模により様々なため需要
の中心となる価格帯の把握は困難である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

姫路（県） 1－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

姫路（県） －5

基準地番号 提出先

1 兵庫県

所属分科会名

兵庫第６分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社山陽総合鑑定

谷野　千晴



姫路市下寺町１１４番

中層の事務所店舗併用地

事務所ビル、店舗等
が混在する商業地域

7

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 50 30 50 中低層の事務所店舗併用地

-

近商(90,300)
準防

景況感に不透明さがみられるなど、商業地における今後の店舗や
オフィスに対する需要の動向が注視される。

店舗、事務所等が建ち並ぶ商業地域であり、一部に空室などがみ
られるものの特段の変動要因はみられない。

個別的要因に変動はない。

事務所利用、店舗利用を中心に収益物件が見られるなか、市場参加者としては地縁性を有する事業者等であり取引にあたっ
ては収益性のほか取引相場等の市場性を重視するものと判断される。以上により、取引市場の実態を反映した比準価格を標
準とし、収益価格を比較考量し、地価公示価格や指定基準地との検討も踏まえて、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

事務所
ＲＣ６

事務所ビル、店舗等が建ち並ぶ姫路市中心部の辺縁に位置する商業地域である。空室等もみられるが、特段の変動要因はな
く、当面は現状の推移を継続するものと思料する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 120,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

118,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

姫路 6

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-8.0

+1.0

0.0

+5.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ姫路駅北東方
1.8km

ＪＲ姫路
1.8km

(8)

北20m市道

近商
(80,300)
準防

（その他）　　　　
(90,300)

特にない ２０ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

266

( )

⑨法令上の規制等

1:2.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 26.0  ｍ、　規模 260  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

123,000 円／㎡

82,800 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

115,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

97.6 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 6日　提出

宅地-1

ない

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

120,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

姫路（県） -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

+3.0

+5.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

130,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

108.2 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 27日 正常価格

令和 4年 7月 5日令和 4年 7月 1日

31,900,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 120,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

96,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は姫路市内の商業地域である。需要者の中心は姫路市内に地縁性を有する事業者、中小規模の法人等である。店
舗等利用には広域的な展開をする事業者なども含まれる。姫路駅を中心に外延的に広がる商業地域の辺縁に位置し、駅中心
部と比較すると繁華性には劣るものの、沿道にあるなど商業利用性が良好であり需要は底堅い。取引される件数が少なく、
需要の中心となる価格帯を見出すことは困難である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

姫路（県） 2－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

姫路（県） －5

基準地番号 提出先

2 兵庫県

所属分科会名

兵庫第６分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社尼信経営相談所

河内谷　順



姫路市安富町安志字龍宮１１２７番４外

低層の店舗・事業所用地

店舗、営業所等の見
られる商業地域

16

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北60 60 50 40 低層の店舗・事業所用地

-

都計外

立地条件の良い商業地においては需要は回復傾向にあるが、イン
バウンド主体の地域や歓楽街、郊外部の商業地は以前弱含みで推
移。

町の統合や背後人口の減少等により、商況は年々低下傾向にあり
需要は弱含みで推移。

個別的要因に変動はない。

比準価格は、近時の同一需給圏内の市場実態を良く反映しており信頼度及び規範性が高い。なお、対象基準地は商業地に存
するものの、郊外部にあって一般的な賃貸市場の形成が未成熟で、収益性を適正に反映した規範性のある賃貸事例の入手が
困難であることから、収益価格は求めなかった。以上より、市場性を反映した比準価格を採用し、指定基準地価格との検討
も踏まえ、鑑定評価額を上記の通りと決定した。

［

［

銀行
ＲＣ２

新規店舗等の出店はほとんど見当たらず、商業繁華性は年々低下しており、今後も需要は弱含みの状態で推移するものと予
測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 27,300円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

ＪＲ東觜崎駅北東
13km

ＪＲ東觜崎
13km

(8)

南11.5m県道､西側道

都計外

（その他）　　　　

特にない １１．５ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

777

( )

⑨法令上の規制等

不整形
1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

20.0  ｍ、　奥行　約 25.0  ｍ、　規模 500  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

26,600 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.6％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

0.0

0.0

角地

形状

　補正

不整形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

26,600

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

姫路（県） -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-2.0

+1.0

+4.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+8.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

30,300 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

102.9 ］

97.4［ ］ 100［ ］

108.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 7月 1日 正常価格

令和 4年 7月 4日令和 4年 7月 1日

20,700,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 26,600 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は概ね姫路市郊外の商業地域。需要者の中心は同一需給圏内に地縁性を有する事業者・法人等が主体である。近
隣地域及びその周辺はかつては旧安富町の中心部であったが、町の統合による相対的な地位の低下、及び少子高齢化等によ
る背後人口の減少により、商業性は年々低下している。同一需給圏内における取引件数は少なく、規模・業種・立地条件等
によって価格水準がまちまちで、需要の中心となる価格帯は見出しにくい状況にある。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

姫路（県） 3－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

姫路（県） －5

基準地番号 提出先

3 兵庫県

所属分科会名

兵庫第6分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

岡本不動産鑑定士事務所

岡本朋美



姫路市綿町１４８番外

中層店舗兼事務所地

中低層の店舗、事務
所ビル等が建ち並ぶ
商業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北60 100 30 0 中低層店舗兼事務所地

-

対象基準地と同じ

姫路駅周辺や一部路線沿道の集積度が増すなか、商業地域につい
ても需要の２極化が進む。

近隣で駐車場が整備されつつあるが、特筆すべき変動はない。

個別的要因に変動はない。

比準価格は、市街の商業地から選択した取引事例を基礎とするもので、補修正や地域要因比較等も適正であるため、現実の
市場実態を反映し、説得性を有する。収益価格は、賃貸事例からの賃料水準の把握に限界があり、試算過程において想定要
素を多く含むことから比準価格に比べ説得性に欠ける。したがって、比準価格を重視し、収益価格を関連づけ、代表標準地
価格からの検討を行い、上記をもって鑑定評価額と決定した。

［

［

専門学校兼事務所
ＲＣ４Ｆ１Ｂ

市街中心近くの商業地域として熟成しており、地域要因に大きな変動は見られず、当面は現状で推移するものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

195,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

姫路 2

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+2.0

+23.0

+10.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ姫路駅北東
850m

ＪＲ姫路
850m

(8)

北27m国道

商業
(80,400)
準防

（その他）　　　　
(90,400)

特にない ２７ｍ　国道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

435

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

21.0  ｍ、　奥行　約 22.0  ｍ、　規模 450  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

197,000 円／㎡

126,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

269,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間％ ％

138.0 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 29日 正常価格

令和 4年 7月 7日令和 4年 7月 1日

84,800,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 195,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

155,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は姫路市街、用途的な類似地域は商業地域。市内の法人のほか、一部の大規模画地、収益物件については県外資
本の需要も考えられる。駅からやや離れるが国道沿道で繁華性の髙い商店街にも近いことから、事業所利用のほか、ホテル
やマンション等も見られる地域で、需要は堅調に推移している。需要者の資本規模や業種業態は様々であることから、取引
価格にばらつきがあり、中心価格帯は見出し難いが、用途選択の幅が広がる面大地の市場競争力は高い。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

姫路（県） 4－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

姫路（県） －5

基準地番号 提出先

4 兵庫県

所属分科会名

兵庫第６分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社　兵庫不動産鑑定所

秋山　周史



姫路市東延末３丁目２６番２外

中層の店舗兼事務所地

中低層の事務所、店
舗等が建ち並ぶ商業
地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 130 0 60 中層の事務所地

-

商業(90,400)
準防

駐車場整備地区

新型コロナ感染症による市場の停滞が認められたが、商業地域に
おける地価への影響は、エリアや用途、物件により様々である。

駅南地区の商業地域として熟成しており、地域要因に特段の変動
は見られない。

個別的要因に変動はない。

取引事例については、比較的規範性の高いものを収集でき、また市場参加者との適合性の観点からも、現実の取引市場を反
映した比準価格には説得力を認めることができた。他方、収益価格は、賃貸事例からの賃料水準の把握に限界があり、試算
過程において想定要素を多く含むことから比準価格に比べ説得性に欠ける。従って、代表標準地との検討を踏まえ、比準価
格を標準とし、収益価格を比較考量して、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

事務所
Ｓ３

事務所ビルを中心とした姫路駅南の商業地域であったが、近年、周辺ではホテルやマンション等が増えつつあり、用途に多
様性が見え始めている。地価水準は横這いで推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 222,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

222,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

姫路 2

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+1.0

+10.0

+10.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ姫路駅南
750m

ＪＲ姫路
750m

(8)

南20m市道､東側道

商業
(80,400)
準防

（その他）　　　　
(100,400)

特にない ２０ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

834

( )

⑨法令上の規制等

2:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

40.0  ｍ、　奥行　約 22.0  ｍ、　規模 850  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

227,000 円／㎡

140,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

269,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

122.2 ］

100［ ］ 101.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 7日　提出

宅地-1

+1.0角地

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 7月 4日 正常価格

令和 4年 7月 5日令和 4年 7月 1日

185,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 222,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

170,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は姫路市中央部に位置する商業地域と判定した。需要者は、市内の中小法人のほかに、大規模画地や収益物件に
ついては圏外資本の参入も考えられる。駅周辺整備事業による中心商業地の活性化により、駅北地域には劣るものの駅南地
域においても継続的な投資が認められ、需給動向に大きな変化は見られない。需要者の資本規模や業種業態は様々であるこ
とから、中心となる価格帯は見出し難い。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

姫路（県） 5－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

姫路（県） －5

基準地番号 提出先

5 兵庫県

所属分科会名

兵庫第６分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

合同会社城下町アプレイザル

長谷川禎典



姫路市魚町３５番

中層店舗地

飲食関連の店舗ビル
が立ち並ぶ商業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北40 60 30 45 中層店舗地

-

対象基準地と同じ

コロナ禍は経済に打撃を与えたが、各種給付金、超低金利等が功
奏して地価への明確な影響はいまだ見えない。

地域要因に格別の変動はない。

個別的要因に変動はない。

周辺には収益物件が見られるが、賃貸事例は個別性が強く数も限られることから賃料水準の把握には限界がある。また試算
過程において想定要素が多く介在するため収益価格の精度は劣る。取引事例は、本基準地と概ね類似性が見られる実際の取
引に基づくもので、比準価格は市場を反映する。よって、比準価格を標準とし、収益価格を比較考量のうえ、代表標準地価
格からの検討も行って、上記の鑑定評価額を決定した。

［

［

店舗
Ｓ６

市街中心の飲食店舗ビルが集積する地域で、既存建物の建て替えが散見されるが、繁華性等に大きな変化はなく、当面は現
状で推移してくものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 186,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

186,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

姫路 2

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+4.0

+2.0

+24.0

+10.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ姫路駅
北西 850m

ＪＲ姫路
850m

(8)

北11m市道

商業
(80,400)
準防

（その他）　　　　
(90,400)

特にない １１ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

258

( )

⑨法令上の規制等

1:3

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

9.5  ｍ、　奥行　約 27.5  ｍ、　規模 260  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

192,000 円／㎡

150,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

269,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

144.7 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 14日 正常価格

令和 4年 7月 5日令和 4年 7月 1日

48,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 186,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

145,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は姫路市中心部の飲食系テナントビルが見られる商業地が存する範囲。主な需要者は個人法人を問わず中小の投
資家である。魚町はソシアルビルが集積する播磨地域随一の歓楽街で、風俗営業法上の場所的制約も相俟って風営法店舗の
ニーズは底堅い。コロナ禍による客足の減少は確かにあったが協力金等で乗り切った店舗も多い。価格時点現在では客足も
回復傾向にあり、収集された取引事例は比較的堅調で地価下落を示す材料は見当たらなかった。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

姫路（県） 6－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

姫路（県） －5

基準地番号 提出先

6 兵庫県

所属分科会名

第6分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

有限会社三和鑑定

三浦一範



姫路市琴岡町２８８番８内

低層の店舗併用事務所地

各種店舗、マンショ
ン等が建ち並ぶ路線
商業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 100 25 50 中低層の店舗併用事務所地

-

対象基準地と同じ

駅前を中心に客足の回復傾向も見られるが、景気の先行きに不透
明感が見られ、需要が旺盛な地域は限定される。

周辺でテナントの入れ替えが見られる程度であり、特に変動はな
い。

個別的要因に変動はない。

収益価格は、都心部等と異なり、賃貸市場が成熟していないため、賃料水準に収斂が見られず、適正な純収益を把握し難く、
その精度が劣る。取引事例は、類似性が充分でないものも含むが、実際の取引に基づくもので比準価格は市場を反映する。
よって、比準価格を標準とし、収益価格を比較考量し、標準地価格からの検討を行い、同一需給圏周辺の他の基準地との均
衡分析を繰り返し、更に価格形成要因の変動状況をも勘案の上、上記の鑑定評価額を決定した。

［

［

共同住宅
ＲＣ１０

市街中心部に比較的近い商業地域として熟成しており、当面は現状で推移していくものと予想する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 130,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

130,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

姫路 24

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+1.0

+11.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ姫路駅北西
1.9km

ＪＲ姫路
1.9km

(8)

北27m国道

商業
(80,400)
準防

（その他）　　　　
(90,400)

特にない ２７ｍ　国道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

413

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

17.0  ｍ、　奥行　約 24.0  ｍ、　規模 400  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

132,000 円／㎡

79,100 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

145,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

112.1 ］

100.4［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 29日 正常価格

令和 4年 7月 7日令和 4年 7月 1日

53,700,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 130,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

105,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は姫路市全域、用途的類似地域は商業地域。需要者は地元の個人事業者、中小法人が中心となる。市街中心から
やや離れるが、接面する国道沿道の複合ビル低層階を中心に小売り、飲食店舗が集積している。また背後地域でマンション
が増加しており、商圏人口も比較的に安定しているため、需要は比較的堅調に推移している。用途等が多様な地域であり、
需要者の業種業態も様々であることから、取引価格にバラツキがあり、中心となる価格帯は見出し難い。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

姫路（県） 7－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

姫路（県） －5

基準地番号 提出先

7 兵庫県

所属分科会名

兵庫第６分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

（株）兵庫不動産鑑定所　　　　　　　　　　　　　　　　　

塩住　直彦



姫路市青山西１丁目１２４２番３外

低層の店舗地

国道沿いに店舗、事
務所、マンション等
が建ち並ぶ路線商業
地

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北80 50 50 40 低層の店舗地

-

対象基準地と同じ

姫路駅前や路線型地域の需要は安定的であるが旧来の商店街は弱
い。飲食店等の客足は回復傾向にありコロナ禍の影響は薄れてい
る。

地域要因に変動はない。

個別的要因に変動はない。

比準価格は街路条件等が類似する取引事例から試算したもので市場を反映した価格である。当地域は幹線道路沿いの商業地
域ではあるが賃貸市場の成熟の程度がやや低く、純収益の把握にやや難があることから収益価格の精度は比準価格に比較す
るとやや低いと思料する。尚、積算価格は後述する理由により試算できなかった。従って、比準価格を重視し、収益価格を
比較考量、更に代表標準地との検討結果を踏まえることにより鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

店舗兼住宅
Ｓ２

国道２号沿いの路線商業地域で通行量は比較的多い。新規出店はほとんど見られないものの土地利用は安定的で、地価水準
は横這い傾向で推移しているものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 74,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

74,200

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

姫路 18

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-1.0

+6.0

+8.0

+10.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ余部駅南西
2.7km

ＪＲ余部
2.7km

(8)

南東22m国道

準住居
(60,200)

（その他）　　　　

特にない ２２ｍ国道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

「青山西１－９－９」

②地積

（㎡）

418

( )

⑨法令上の規制等

1.2:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

25.0  ｍ、　奥行　約 18.0  ｍ、　規模 450  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

76,000 円／㎡

40,500 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

93,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

124.7 ］

99.5［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

ない

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 27日 正常価格

令和 4年 7月 5日令和 4年 7月 1日

31,100,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 74,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

60,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は概ね姫路市及び周辺市町の路線商業地域で、需要者は広域的展開をしている各種店舗や営業所等の法人が中心
である。当地域はスーパーマーケットやドラッグストア等郊外型の店舗を中心とする地域で、通行量も比較的多く不動産需
要は安定している。しかしながら、取引は規模や事情等により様々なうえ借地利用も多いこと等から需要の中心となる価格
帯の把握は困難である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

姫路（県） 8－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

姫路（県） －5

基準地番号 提出先

8 兵庫県

所属分科会名

兵庫第６分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社山陽総合鑑定

谷野　千晴



姫路市香寺町香呂字口戸３３番４外

低層の店舗住宅併用地

店舗、住宅、共同住
宅等が混在する駅前
商業地域

1

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 0 30 80 低層の店舗住宅併用地

-

近商(80,200)

人口は微減傾向。景気に持ち直しの動きがみられ、経済社会活
動は正常化に向かいつつあり、商業地地価も回復傾向にある。

香呂駅駅前広場が整備されたが、商況の改善の起爆剤までは至
らず、依然として需要は弱含みで推移している。

個別的要因に変動はない。

比準価格は、近時の同一需給圏内の市場実態を良く反映しており信頼度が高い。近隣地域内は賃貸用不動産も見られるも
のの、価格形成の指標となるような収益物件は少なく、求められた収益価格は理論的ではあるが比準価格に比べると規範
性に若干劣る。以上より、比準価格を標準に、検証手段となり得る収益価格とも比較考量を行いこれを参酌して、標準地
及び指定基準地との検討も踏まえて鑑定評価額を決定した。

［

［

診療所兼住宅
Ｓ３

駅前に立地する既存の近隣商業地であるが、近年はロードサイドの郊外型店舗へと顧客が流出傾向にあり、近隣地域及び
背後地の少子高齢化等も相まって、今後も需要は弱含みで推移していくものと思料する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 59,400円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

59,100

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

姫路 21

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+6.0

-13.0

+44.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ香呂駅近接

ＪＲ香呂
近接 

(8)

西6m県道

近商
(80,200)

（その他）　　　　

特にない ６ｍ県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

479

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

21.5  ｍ、　奥行　約 22.0  ｍ、　規模 470  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

61,000 円／㎡

31,100 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

78,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.3％ ％

132.8 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

58,800

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

福崎（県） -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+4.0

-5.0

+29.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+4.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

78,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

127.5 ］

100［ ］ 100［ ］

104.0［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 7月 1日 正常価格

令和 4年 7月 6日令和 4年 7月 1日

28,400,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 59,200 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は概ね姫路市及びその周辺市町の近隣商業地及び住商混在地で、特にＪＲ播但線沿線の駅前商業地と密接な価
格牽連性を有する。需要者は概ね同一需給圏内に地縁性を有する小規模事業者等が中心である。近隣地域は郊外型店舗と
の競合や、後継者不足、背後地の人口減少等の要因により、商況は低迷傾向にある。なお、取引は規模や立地条件等によ
り価格水準がまちまちで、需要の中心となる価格帯は見出しにくい状況にある。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

姫路（県） 9－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

姫路（県） －5

基準地番号 提出先

9 兵庫県

所属分科会名

兵庫第6分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社　陰山不動産鑑定

陰山　陽史



姫路市網干区新在家字戌亥５７６番

低層店舗併用住宅地

店舗併用住宅、一般
住宅等が建ち並ぶ近
隣商業地域

12

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 15 25 20 低層店舗併用住宅地

-

対象基準地と同じ

姫路駅周辺や一部路線沿道の集積度が増すなか、商業地域につい
ても需要の２極化が進む。

旧来からの商店街であり、特筆すべき変動はない。

個別的要因に変動はない。

旧来からの商店街に所在し、周辺は自用の店舗が主でテナント物件は少なく賃貸市場が未成熟で適正な純収益等の把握が困
難であるため、収益価格は試算できなかった。一方、取引事例は自用目的が中心で、比準価格は市場性を反映する。よって
比準価格を標準に、標準地及び指定基準地価格からの検討を行い、同時に店舗集積や繁華性に影響を与える価格形成要因の
変動状況も勘案の上、上記をもって鑑定評価額と決定した。

［

［

店舗・住宅
Ｗ１

低層の店舗併用住宅が見られる旧来からの商店街であるが、店舗の閉店、撤退が目立つ。将来的には住宅利用が増加するも
のと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 51,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

50,300

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

姫路 11

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+3.0

+5.0

+4.0

+15.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

山陽電鉄山陽網干駅南
850m

山陽電鉄山陽網干
850m

(8)

南東5m市道

近商
(80,200)

（その他）　　　　

特にない ５ｍ　市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

188

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

9.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 180  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

50,300 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

66,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-2.3％ ％

129.3 ］

98.5［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

50,300

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

姫路（県） -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+7.0

-1.0

+21.0

+10.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

71,100 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

141.0 ］

99.7［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 29日 正常価格

令和 4年 7月 7日令和 4年 7月 1日

9,460,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 50,300 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

41,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は姫路市全域、用途的類似地域は商業地域及び住商混在地域。地縁のある個人や小規模事業者が需要の中心とな
る。駅から離れた商店街で街路条件や駐車施設の状態から徒歩や自転車等での顧客が中心となり、その商圏は同一需給圏内
の類似地域と比較しても狭く、店舗集積度も低いため競争力は劣る。取引の中心となる価格帯は見出し難いが、住宅用途と
の混在が見られる地域であり、背後の住宅地域との価格差は他の商業地域と比較して小さい。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

姫路（県） 10－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

姫路（県） －5

基準地番号 提出先

10 兵庫県

所属分科会名

兵庫第６分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社　兵庫不動産鑑定所

秋山　周史



姫路市南条字前田５２８番外

低層の店舗兼事務所地

店舗、事業所等が存
する幹線道路沿いの
商業地域

7

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北0 20 50 90 低層の店舗兼事務所地

-

対象基準地と同じ

地価は姫路駅周辺の一部地域で下落、路線商業地域等では横ばい
傾向である反面、旧来型の商業地域への需要は減退傾向が継続し
ている。

当地域の地域要因に特段の変動は見受けられないが、市街地周辺
の路線商業地域等に対する需要は底堅く、地価は横ばい傾向にあ
る。

個別的要因に変動はない。

比準価格は代替性を有する取引事例を採用して求めており、現実の取引市場の実態を反映した実証的な価格であることから、
その規範性は高いものと判断した。一方周辺には賃貸用不動産も見られるが、収益力が指標となって取引価格が形成されて
いる地域とは言えず、自己使用目的の取引が占める割合が高いと認められる。従って本件では、比準価格を重視して収益価
格を比較考量し、指定基準地からの検討を踏まえ、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

診療所
Ｓ１

近隣地域は姫路バイパス出入口にも近く店舗、事務所等が存する幹線道路沿いの商業地域であるが、繁華性等に影響を及ぼ
す特段の要因は認められないことから、当面は現状を維持して推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 98,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

ＪＲ姫路駅南東
2.1km

ＪＲ姫路
2.1km

(8)

東36m県道

準住居
(60,200)

（その他）　　　　

特にない。 ３６ｍ　県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

400

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

20.0 ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 400 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

100,000 円／㎡

57,700 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 7日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

97,500

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

姫路（県） -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+1.0

+20.0

+10.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

130,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

133.3 ］

100［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 24日 正常価格

令和 4年 7月 5日令和 4年 7月 1日

39,400,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 98,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

79,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は姫路市及びその周辺市町内の路線商業地域等と判定した。主な需要者としては地元個人や法人事業者等が想定
される。当地域は圏域内の他の地域と比べ店舗等の集積度が高いとはいえないが、姫路バイパス出入口に近いことから需給
は安定している。近隣地域類似の商業地は敷地面積、交通量、商業繁華性等の相違により需要にばらつきが認められ、取引
の中心となる価格帯を一様には見出すことは難しい状況にある。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

姫路（県） 11－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

姫路（県） －5

基準地番号 提出先

11 兵庫県

所属分科会名

兵庫第６分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

ミント不動産鑑定

田中　君憲



姫路市飾磨区天神字天神町２９番

低層の店舗兼事務所地

店舗、事務所、一般
住宅等が見られる国
道沿いの商業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 10 50 40 低層の店舗兼事務所地

-

近商(80,300)

景況感に不透明さがみられるなど、商業地における今後の店舗や
オフィスに対する需要の動向が注視される。

住宅や個人商店なども散見される旧来からの商業地域であり特段
の変動要因はない。

個別的要因に変動はない。

事務所利用などの収益物件が見られるなか、市場参加者としては地縁性を有する事業者等であり取引にあたっては収益性の
ほか取引相場等の市場性を重視するものと判断される。以上により、取引市場の実態を反映した比準価格を標準とし、収益
価格を参考にして、地価公示価格との検討も踏まえて、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

事務所
Ｓ３

大型商業施設の影響などにより地域の繁華性は低下傾向にあるものの、特段の変動要因は現状見当たらず当面は現況の推移
を維持するものと思料される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 71,100円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

70,400

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

姫路 27

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+5.0

+48.0

-5.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

+4.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

山陽電鉄飾磨駅南西方
1.2km

山陽電鉄飾磨
1.2km

(8)

東12m国道

近商
(80,300)

（その他）　　　　

特にない １２ｍ国道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

103

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 10.0  ｍ、　規模 100  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

71,100 円／㎡

57,800 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

108,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.3％ ％

147.6 ］

100［ ］ 100［ ］

104.0［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 6日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ正方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 27日 正常価格

令和 4年 7月 5日令和 4年 7月 1日

7,300,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 70,900 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

57,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は姫路市内の商業地域である。需要者の中心としては、地縁性を有する個人事業者や中小規模の法人である。旧
来からの商業地域であり、周辺における大規模店舗等の影響もあり集積度や繁華性には低下がみられるなど需要はやや弱含
みの状況にある。取引の件数は少なく、需要の中心となる価格帯は見出し難い。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

姫路（県） 12－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

姫路（県） －5

基準地番号 提出先

12 兵庫県

所属分科会名

兵庫第６分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社尼信経営相談所

河内谷　順



姫路市紺屋町６番外

中低層店舗事務所地

中小規模の店舗、事
務所、駐車場等が混
在する商業地域

21

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北20 0 35 0 中低層店舗事務所地

-

商業(90,400)
準防

駐車場整備地区

新型コロナ感染症の影響、回復状況はエリア、用途、物件により
バラついているが、需給関係による地価の二極化傾向は拡大しつ
つある。

大きな地域要因の変動は見受けられないが、北側隣接地でマンシ
ョン建設が予定されている。

個別的要因に変動はない。

姫路中心市街地内の商業地域であり、比準価格査定では同駅周辺の類似地域より規範性を有する事例を収集し得た。収益価
格査定においては類似性の高い賃貸事例の収集が困難であるなど、相対的信頼性が低い。需要者はその意思決定に際し収益
性を踏まえつつも、取引価格を基礎としていることから、需要者行動を反映した比準価格を標準とし、収益価格を参酌する
とともに、指定標準地との検討結果も踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

事務所
ＲＣ３

中小規模の店舗、事務所、駐車場等の混在地域であり、用途の多様性が認められる。周辺でマンション建設も見られ、将来
的には主として中層階以上で住居用途を指向する傾向が強まると予想する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 242,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

ＪＲ姫路駅北東
600m

ＪＲ姫路
600m

(8)

西15m市道､北側道

商業
(80,400)
準防

（その他）　　　　
駐車場整備地区

(90,400)

特になし １５ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

310

( )

⑨法令上の規制等

1:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

18.0 ｍ、　奥行　約 17.0  ｍ、　規模 300 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

243,000 円／㎡

135,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

+5.0角地

　補正

ほぼ整形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

242,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

姫路（県） -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

+1.0

+3.0

+10.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

269,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

116.7 ］

100［ ］ 105.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 21日 正常価格

令和 4年 7月 7日令和 4年 7月 1日

75,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 242,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

195,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は姫路市及びその周辺市町内の広域的な商業地域であり、特に同市内中心市街地の商業地域との価格牽連性が強
い。需要者は同一需給圏内に地縁性を有する個人や法人事業者が中心である。取引の中心となる価格帯は規模等により様々
で明確には見出せないが、十分な集客力を有する立地は限られており、需要の強弱に大きな差異が見られ、これらが拡大傾
向にある。近隣地域は用途の多様性が認められ、市場競争力も通常程度である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

姫路（県） 13－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

姫路（県） －5

基準地番号 提出先

13 兵庫県

所属分科会名

兵庫第６

業者名

不動産鑑定士氏名

中田不動産鑑定事務所

中田　信



姫路市勝原区熊見字三反長６８番６外

低層店舗兼事務所地

中低層の店舗、事務
所、駐車場等が存す
る駅前商業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北20 40 20 80 中低層店舗兼事務所地

-

近商(80,200)
地区計画等

路線商業地や背後地人口に支えられた駅前商業地等の需給は安定
しているが、旧来型の商店街等では衰退傾向が継続している。

立地条件や背後地人口に支えられ、地価は安定的に推移している。

個別的要因に変動はない。

駅前の商業地域であるが、比準価格は、類似地域内の取引事例を適正に補正して求めた価格で、実証的で信頼性は高いと判
断した。一方、収益価格は店舗事務所ビルを想定して求めたが、業種・業態の多様性等から適正な建物想定や賃料水準等の
把握には限界があり、実証性や客観性に劣る。したがって、本件については、比準価格を標準とし、収益価格を比較考量す
ることにより、代表標準地との均衡にも留意した上で鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

診療所
Ｓ１

当地域はＪＲはりま勝原駅前に存し、周辺にはスーパーその他の商業施設もあり利便性が高いことから、将来的には商業地
域として成熟度が増していくものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 135,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

135,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

姫路 18

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-2.0

-8.0

-31.0

+10.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲはりま勝原駅南
150m

ＪＲはりま勝原
150m

(8)

北西22m市道

近商
(80,200)

（その他）　　　　
地区計画等

特にない ２２ｍ　市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

356

( )

⑨法令上の規制等

1:1.2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

17.5  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 350  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

137,000 円／㎡

93,900 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

93,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

68.4 ］

99.5［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 7日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 7月 1日 正常価格

令和 4年 7月 5日令和 4年 7月 1日

48,100,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 135,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

93,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は姫路市及び隣接市町を含む圏域内の商業地域等と判定した。需要者は圏域内に地縁性を有する個人、法人等の
事業者が中心である。近隣地域は新駅開業後、背後地の新興住宅地を商圏として徐々にではあるが商業地として熟成しつつ
あり、店舗、病院、学習塾等の需要が安定して見込めることから地価は横ばい傾向で推移している。取引される価格水準は
規模や立地条件等によってまちまちで、需要の中心となる価格帯を一様に指摘することは困難である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

姫路（県） 14－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

姫路（県） －5

基準地番号 提出先

14 兵庫県

所属分科会名

第６分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社田中不動産鑑定

田中計機



姫路市花田町一本松字正年３６番１外

低層店舗地

自動車関連営業所、
店舗等が建ち並ぶ路
線商業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北150 280 180 80 低層営業所又は店舗地

-

対象基準地と同じ

コロナ禍の影響が顕著な地域もあるが、各種政策の効果もあり、
個人消費に回復も見られ、全体的に商業地地価は堅調に推移して
いる。

店舗、事務所等が建ち並ぶ路線商業地域であり、地域要因の変動
は特に見られない。

個別的要因に変動はない。

周辺地域では一部に賃貸用不動産も見られるが、収益性を基礎とした価格形成がなされていない地域と判断されることから
収益価格はやや説得力に劣る。一方、比準価格は取引市場の実態を反映した実証的な価格であり、幹線道路沿いに存する自
己利用目的の取引事例を中心に試算された価格であり規範性が高い。以上により、比準価格を中心とし、収益価格を参考と
して、代表標準地からの検討を踏まえ、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

営業所
Ｓ２

低層の営業所や店舗が連たんする通行量の多い路線商業地域で安定的な土地利用がなされていることから、地価水準は概ね
横這いで推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 94,300円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

93,300

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

姫路 18

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+2.0

+4.0

-15.0

+10.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ御着駅北西
1.4km

ＪＲ御着
1.4km

(8)

南西12m国道

準工
(60,200)

（その他）　　　　

特にない １２ｍ　国道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

1,862

( )

⑨法令上の規制等

1:2.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

30.0  ｍ、　奥行　約 65.0  ｍ、　規模 1,950  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

96,000 円／㎡

42,600 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

93,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

99.2 ］

99.5［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

ない

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 7月 1日 正常価格

令和 4年 7月 7日令和 4年 7月 1日

176,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 94,300 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

76,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は概ね姫路市及び周辺市町の路線商業地域で、需要者は広域的展開をしている各種店舗や営業所等を営む様々な
規模の法人が中心である。当地域は自動車関連の営業所を中心に、自動車学校や多種の量販店等が建ち並ぶ自動車通行量が
非常に多い地域で、不動産需要は安定している。しかしながら、取引は規模や事情等により様々なうえ借地利用も多いこと
等から需要の中心となる価格帯の把握は困難である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

姫路（県） 15－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

姫路（県） －5

基準地番号 提出先

15 兵庫県

所属分科会名

兵庫第６分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

姫路不動産建築事務所

神頭慎太郎



姫路市夢前町前之庄字下新田１１７３番１

低層店舗地

県道沿いに店舗、事
業所を中心に農地等
も存する商業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北150 50 50 40 低層店舗地

-

対象基準地と同じ

コロナ禍の影響が顕著な地域もあるが、各種政策の効果もあり、
個人消費に回復も見られ、全体的に商業地地価は堅調に推移して
いる。

低層店舗を主とする商業地域で、繁華性、集積度に変動はない。

個別的要因に変動はない。

自用の店舗等を主体とする商業地域で、賃貸需要も乏しく、経済合理的に賃貸需要が成り立つ地域ではないため、収益還元
法の適用は断念した。当該地域は、自用目的での取引が中心であり、取引価格の水準が指標となり価格決定されることが一
般的である。従って、市場性を反映した規範性の高い比準価格を採用し、収益性に影響を与える価格形成要因の変動状況を
勘案し、単価と総額との関係も考慮して鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

銀行
ＳＲＣ２

幹線道路沿いであるが集積度の低い商業地域で、特筆すべき地域要因の変動も見られず、当面は現状で推移するものと予測
される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 31,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

ＪＲ姫路駅北
17km

ＪＲ姫路
17km

(8)

南8.7m県道､東側道

都計外

（その他）　　　　
土砂災害警戒区域

特にない ８．７ｍ　県道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

691

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

20.0  ｍ、　奥行　約 35.0  ｍ、　規模 700  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

29,500 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-4.8％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

+8.0角地

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 7月 1日 正常価格

令和 4年 7月 7日令和 4年 7月 1日

20,400,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 29,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

円／㎡

1.1

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は姫路市及び隣接する神崎郡等の商業地域である。需要者は同一需給圏内の事業者が中心であるが、立地条件や
規模によっては、圏外からの需要も考えられる。周辺に路線店舗等も見られるが、各画地が雑然と配置し、西の夢前川で地
域の連たん性も分断され、背後の顧客の需要も弱いため店舗等の集積度は低く、圏域での商業地需要は弱含みで推移してい
る。用途が多様な地域で、需要者の業種業態も様々であることから、中心となる価格帯は見出し難い。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

姫路（県） 16－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

姫路（県） －5

基準地番号 提出先

16 兵庫県

所属分科会名

兵庫第６分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

姫路不動産建築事務所

神頭慎太郎



姫路市駅前町２６７番

中層の店舗兼事務所地

小売店舗、飲食店等
が見られる繁華性の
高い中心的商業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 30 15 30 中高層の店舗兼事務所地

-

商業(100,534)
防火

駐車場整備地区

人口は微減傾向。景気に持ち直しの動きがみられ、経済社会活
動は正常化に向かいつつあり、商業地地価も回復傾向にある。

繁華性の高いみゆき通り商店街の一角を占め、建替やテナント
の入替等も多く見られ、需要は安定的に推移している。

個別的要因に変動はない。

比準価格は、近時の同一需給圏内の市場実態を良く反映しており信頼度が高い。収益価格は、賃貸借契約の個別性により、
価格形成の指標となり得る賃貸事例の収集がやや困難で、想定収益に基づき求められた収益価格は理論的ではあるが、比
準価格に比べると実証性・客観性にやや劣る。以上より、規範性の高い比準価格を標準に、検証手段となり得る収益価格
とも比較考量を行いこれを参酌して、近接する標準地との検討も踏まえて鑑定評価額を決定した。

［

［

店舗
Ｓ７

当該地域は市内随一の繁華性を有するアーケード商店街で、暫くは現状のまま推移するものと予測される。コロナ禍から
の回復途上にあるが、地価は安定的に推移していくものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 1,360,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

1,360,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

姫路 15

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

+8.0

0.0

+3.0

+4.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ姫路駅北
220m

ＪＲ姫路
220m

(8)

西8.9m市道

商業
(80,600)
防火

（その他）　　　　
駐車場整備地区

(100,534)

特にない ８．９ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

193

( )

⑨法令上の規制等

1:5.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

9.0  ｍ、　奥行　約 22.0  ｍ、　規模 200  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

1,410,000 円／㎡

1,090,000 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

1,590,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

115.7 ］

99.0［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 7月 1日 正常価格

令和 4年 7月 6日令和 4年 7月 1日

262,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 1,360,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

1,120,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は姫路市街地中心部の商業地。需要者の中心は圏内に地縁性を有する事業者・法人等を中心に、全国展開する
企業の店舗等も見られる。近隣地域はみゆき通り商店街の入口付近に位置し、市内で最も繁華性は高く、その希少性等か
ら需要は根強い。近隣地域の取引は規模や立地条件、業種等によって取引価格水準はまちまちで、需要の中心となる価格
帯は見出しにくい状況にある。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

姫路（県） 17－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

姫路（県） －5

基準地番号 提出先

17 兵庫県

所属分科会名

兵庫第6分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社　陰山不動産鑑定

陰山　陽史



姫路市広畑区東新町１丁目３４番

中層店舗共同住宅併用地

店舗、店舗兼共同住
宅等が見られる商業
地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北30 90 20 40 中低層店舗共同住宅併用地

-

商業(80,400)

立地条件の良い商業地においては需要は回復傾向にあるが、イン
バウンド主体の地域や歓楽街、郊外部の商業地は以前弱含みで推
移。

地域の状況については特段の変動は見られないが、大型店舗への
顧客の流出の影響で地価は弱含みで推移している。

個別的要因に変動はない。

比準価格は、近時の同一需給圏内の市場実態を良く反映しており信頼度が高い。収益価格は、最有効使用に基づく想定収益
から求めており理論的であるが、賃貸借契約の個別性により、価格形成の指標となり得る賃貸事例の収集がやや困難で、比
準価格に比べると実証性・客観性に劣る。以上より、規範性の高い比準価格を標準に、検証手段となり得る収益価格とも比
較考量を行いこれを参酌して、周辺公示地・基準地価格とのバランスも考慮し鑑定評価額を決定した。

［

［

店舗兼住宅
Ｓ３

駅に近く幹線道路沿いの利便性の高い近隣商業地であるが、近年は周辺の大型路線店舗へと顧客が流出し市場はやや衰退傾
向にあり、今後も地価は弱含みで推移していくものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 93,300円／㎡

公示価格 93,000円／㎡

標準地番号 姫路 18-5

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

92,500

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

姫路 18

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

山陽電鉄広畑駅北東
400m

山陽電鉄広畑
400m

(8)

北18m市道

商業
(80,400)

（その他）　　　　

特にない １８ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

183

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

10.0  ｍ、　奥行　約 18.0  ｍ、　規模 180  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

93,000 円／㎡

51,100 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

93,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-0.9 -0.5％ ％

100 ］

99.5［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

ない

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 7月 1日 正常価格

令和 4年 7月 4日令和 4年 7月 1日

16,900,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 92,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

74,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は概ね姫路市南部・南西部の商業地域。需要者の中心は同一需給圏内に地縁性を有する事業者・法人等が主体と
なっている。近隣地域は山電広畑駅に近接する幹線沿道の近隣商業地であるが、近年は周辺の大規模店舗へと顧客が流出し、
需要はやや弱含みである。なお、同一需給圏内における取引件数は少なく、規模・業種・立地条件等によって価格水準がま
ちまちで、需要の中心となる価格帯は見出しにくい状況にある。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

姫路（県） 18－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

姫路（県） －5

基準地番号 提出先

18 兵庫県

所属分科会名

兵庫第6分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

岡本不動産鑑定士事務所

岡本朋美



][ 100.0

100.0100

]134.8

100

65,600

65,800

［令和 4年 1月］

①-1対象基準地の検討
新規

一般的

(4)対象基準地
 　の個別的要
 　因

特にない ９ｍ市道 山陽電鉄大塩駅南西方

200m

１住居
(60,200)

④敷地の利用の現
況

408

[ ]

(8)

新型コロナウイルス感染症の影響は薄らぎつつあるが、人口の鈍化や

試算価格の調整・
検証及び鑑定評価
額の決定の理由

周辺地域も含め賃貸等の収益物件も見受けられるが、取引は収益を目的としたものはほとんど無く自用目的の取引が主

鑑定評価の手法の
適用

(3)最有効使用の判定 なし

低層の店舗兼住宅地

北9m市道店舗兼住宅

⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況

飲食店、医院等のほか一
般住宅も見られる駅に近
い商業地域

(2)

(1)

令和4年7月7日

正常価格

(3)鑑定評価の条件

⑨法令上の規制等

令和4年7月4日

円

令和4年7月1日

鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

1　基本的事項

鑑定評価書（令和4年地価調査）別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名

姫路（県） 5-19 第６兵庫県

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類

26,800,000 65,800

53,000

更地としての鑑定評価

①所在及び地番並びに
　「住居表示」等

姫路市大塩町汐咲１丁目２１番外 ②地積

③形状 ⑦供給
処理施
設状況

⑤地域要因の将
　来予測

中心市街地からかなり離れた、駅周辺に位置する商業地域で、今後も現況が維持されていくものと予測する。既

⑧主要な交通施設との
　接近の状況

基
準
地

①範囲

③標準的画地の形状等

④地域的特性 特記
　　
事項

街
　
路

交通
　　
施設

法令
　　
規制

水道、 山陽電鉄大塩

200m

30ｍ、

間口　約 20.0 ｍ、 奥行　約 21.0ｍ、 規模 400 形状 ほぼ整形

低層の店舗兼共同住宅地

②変動率

⑥対象基準地
　の規準価格

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

公
示
価
格
を

⑦
内
訳

②時点
　修正

③標準化
　補正

④地域要
　因の比
　較

⑤個別的
　要因の
　比較

100

姫路 5-14

①

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

67,100

38,300

/     

不動産鑑定士

(60,200)

東

代表標準地

　標準地番号

標準地

標準地代表標準地

１住居

近
隣
地
域

30ｍ、西 30 ｍ、南 30ｍ北 ②標準的使用

標準地番号

(㎡)

路線価又は倍率

円／㎡

円／㎡

であり、比準価格を重視し、収益価格を関連づけて鑑定評価額を上記の通り決定した。なおこれは標準地及び指定基準

地を規準とした価格とも均衡しており、また単価と総額の観点からも妥当性を有するものと判断した。

( )

㎡程度、

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(円／㎡)

円／㎡65,800前年標準価格

ガス、
下水

1:1
Ｗ2

氏名

規
準
と
し
た

価
格

円／㎡88,900

公示価格

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

行政

その他

+1.0

+2.0

+27.0

+3.0

0.0

地
域
要
因

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

行政

その他

+4.0

-4.0

+5.0

+3.0

0.0

地
域
要
因

99.8[ ]

100 100.0[ ] [

⑥対象基準地
　の比準価格

②時点
　修正

③標準化
　補正

④地域要
　因の比
　較

⑤個別的
　要因の
　比較

(円／㎡)

100

99.7[ ]

100 100.0[ ]

100

108.0[ ]

100

(9)
指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

① 指定基準地番号

姫路（県） 5-12

円／㎡71,100

前年指定基準地の価格

(10)
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

円／㎡公示価格

年間 0.0 ％ 半年間 ％

③
価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要　因
[ ]

地　域

要　因
[ ]

個別的

要　因[ ]

中心市街地からかなり離れた駅周辺の商業地域で、地域要因に特に変

個別的要因に変動はない。

佐伯不動産鑑定事務所

（その他）

高齢化の進展などは続いており、地域によっても違いが見られる。

動はないが、安定的に推移している。

成の商業地域であり、地価水準は安定的に推移していくものと予測する。

倍率種別

(6)
路
線
価

(6)市場の特性 同一需給圏は概ね姫路市の商業性を有する地域で、対象地は中心市街地から南東方へかなり離れて位置する圏域。需要

者の中心は販売、サービス業などを営む業者が中心である。地方の商業地は旧来の商店街から路線商業地への移行が進

んでいる。しかし中心市街地等の立地の良い商業地は店舗の退出があっても、新たな出店も多い。ただ土地の取得によ

る出店は少なく賃貸形式が主で、需要の中心となる価格帯も特には見出せない。

継続

①-2基準地が共通地点(代表標準地等と同
一地点)である場合の検討

(7)

姫路（県） 5-19

提出令和4年7月8日　

開発法 開発法に
よる価格

/     円／㎡

(5)

佐伯　志朗

業者名



姫路市東山字神田２５１番１

低層店舗事務所地

診療所、低層店舗、
共同住宅等が見られ
る商業地域

18

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北40 100 60 110 低層店舗事務所地

-

対象基準地と同じ

コロナ禍は経済に打撃を与えたが、各種給付金、超低金利等が功
奏して地価への明確な影響はいまだ見えない。

地域要因に格別の変動はないが、背後人口の増加に伴う繁華性の
向上が期待される。

個別的要因に変動はない。

比準価格査定においては同市内の類似地域等より一定の規範性を有する事例を収集した。収益価格査定においては純収益の
査定、還元利回りの把握に難があり相対的信頼性は低い。取引における買手の意思決定要因は周辺取引価格水準が基底と思
われるので比準価格を標準とし、収益価格を比較衡量のうえ、指定基準地との検討結果を踏まえ、鑑定評価額を上記のとお
り決定した。

［

［

診療所・店舗
Ｓ１

幹線道路沿いに店舗、事務所、共同住宅等が混在する商業地域である。地価は緩やかな上昇、もしくは、横ばいで推移して
いる。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 89,900円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

山陽電鉄白浜の宮駅
北東 1.7km

山陽電鉄白浜の宮
1.7km

(8)

北16m市道

２住居
(60,200)

（その他）　　　　

特にない １６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

776

( )

⑨法令上の規制等

台形
2:1

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

40.0  ｍ、　奥行　約 20.0  ｍ、　規模 800  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

92,500 円／㎡

43,500 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+0.1％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

0.0台形

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

91,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

姫路（県） -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+5.0

-12.0

+10.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

93,300 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

101.6 ］

99.1［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 14日 正常価格

令和 4年 7月 5日令和 4年 7月 1日

69,800,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 90,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

72,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は姫路市内の路線型商業地が存する範囲。需要者は個人法人を問わず様々な業種業態の事業主等が見込まれる。
背後の住宅開発は活発で商圏人口は一貫して増加傾向にある。周辺地域は自動車利用を前提に生活が成り立つ地域であり路
線商業地の需要は小売業を中心に比較的堅調である。また、市域南部の衛星都市的地位にあって地元事業主のニーズも多い。
取引の中心となる価格帯は取引毎にバラつきがあり、明確な取引相場は見出し難い。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

姫路（県） 20－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

姫路（県） －5

基準地番号 提出先

20 兵庫県

所属分科会名

第6分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

有限会社三和鑑定

三浦一範



][

100.0100

]100.0

100
269,000

［令和 4年 1月］

①-1対象基準地の検討
新規

姫路 5-2

一般的

(4)対象基準地
 　の個別的要
 　因

特にない ２０ｍ市道 ＪＲ姫路駅北西方

550m

商業
(100,600)

④敷地の利用の現
況

231

[ ]

(8)

新型コロナウイルス感染症の影響は薄らぎつつあるが、人口の鈍化や

試算価格の調整・
検証及び鑑定評価
額の決定の理由

周辺地域も含め賃貸等の収益物件も見受けられるが、取引は収益を目的としたものはほとんど無く自用目的の取引が主

鑑定評価の手法の
適用

(3)最有効使用の判定 なし

中層店舗兼事務所地

北20m市道事務所

⑤周辺の土地の利用の状
況

⑥接面道路の状況

中高層の事務所、金融機
関等の建ち並ぶ商業地域

(2)

(1)

令和4年7月7日

正常価格

(3)鑑定評価の条件

⑨法令上の規制等

令和4年7月4日

円

令和4年7月1日

鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

1　基本的事項

鑑定評価書（令和4年地価調査）別記様式第６

宅地-1

基準地番号 提出先 所属分科会名

姫路（県） 5-21 第６兵庫県

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類

62,100,000 269,000

215,000

更地としての鑑定評価

①所在及び地番並びに
　「住居表示」等

姫路市忍町８８番外 ②地積

③形状 ⑦供給
処理施
設状況

⑤地域要因の将
　来予測

中心市街地近くの商業地域で、今後も現況が維持されていくものと予測する。堅調な需要から地価水準は底堅さ

⑧主要な交通施設との
　接近の状況

基
準
地

①範囲

③標準的画地の形状等

④地域的特性 特記
　　
事項

街
　
路

交通
　　
施設

法令
　　
規制

水道、 ＪＲ姫路

550m

50ｍ、

間口　約 12.0 ｍ、 奥行　約 20.0ｍ、 規模 240 形状 ほぼ整形

中層店舗兼事務所地

②変動率

⑥対象基準地
　の規準価格

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

公
示
価
格
を

⑦
内
訳

②時点
　修正

③標準化
　補正

④地域要
　因の比
　較

⑤個別的
　要因の
　比較

100

姫路 5-2

①

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

274,000

184,000

/     

不動産鑑定士

(80,600)
防火

(100,600)

東

代表標準地

　標準地番号

標準地

標準地代表標準地

商業

近
隣
地
域

70ｍ、西 0 ｍ、南 50ｍ北 ②標準的使用

標準地番号

(㎡)

路線価又は倍率

円／㎡

円／㎡

であり、比準価格を重視し、収益価格を関連づけて鑑定評価額を上記の通り決定した。なおこれは代表標準地を規準と

した価格とも均衡しており、また単価と総額の観点からも妥当性を有するものと判断した。

( )

㎡程度、

円／㎡

円／㎡

円／㎡

(円／㎡)

円／㎡269,000前年標準価格

ガス、
下水

1:1.5
ＲＣ6

駐車場整備地区

氏名

規
準
と
し
た

価
格

円／㎡269,000

公示価格

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

地
域
要
因

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

行政

その他

地
域
要
因

100.0[ ]

100 100.0[ ] [

⑥対象基準地
　の比準価格

②時点
　修正

③標準化
　補正

④地域要
　因の比
　較

⑤個別的
　要因の
　比較

(円／㎡)

100

[ ]

100 [ ]

100

[ ]

100

(9)
指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

① 指定基準地番号

円／㎡

前年指定基準地の価格

(10)
対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

ら
の
検
討

円／㎡269,000公示価格

年間 0.0 ％ 半年間 0.0％

③
価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

要　因
[ ]

地　域

要　因
[ ]

個別的

要　因[ ]

中心市街地に近い商業地域で、地域要因に特に変動はないが、底堅さ

個別的要因に変動はない。

佐伯不動産鑑定事務所

（その他）
駐車場整備地区

高齢化の進展などは続いており、地域によっても違いが見られる。

を維持している。

を維持していくものと予測する。

倍率種別

(6)
路
線
価

(6)市場の特性 同一需給圏は概ね姫路市を中心に近隣市町を含む商業性を有する地域に属する圏域。需要者の中心は販売、サービス業

などを営む業者が中心である。地方の商業地は旧来の商店街から路線商業地への移行が進んでいる。しかし中心市街地

等の立地の良い商業地は店舗の退出があっても、新たな出店も多い。ただ土地の取得による出店は少なく賃貸形式が主

で、需要の中心となる価格帯も特には見出せない。

継続

①-2基準地が共通地点(代表標準地等と同
一地点)である場合の検討

(7)

姫路（県） 5-21

提出令和4年7月8日　

開発法 開発法に
よる価格

/     円／㎡

(5)

佐伯　志朗

業者名



姫路市増位新町２丁目２５番

低層店舗併用事務所地

金融機関、店舗、マ
ンション等が建ち並
ぶ商業地域

7

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 50 0 40 中低層店舗併用事務所地

-

商業(80,400)

駅前を中心に客足の回復傾向も見られるが、景気の先行きに不透
明感が見られ、需要が旺盛な地域は限定される。

周辺でテナントの入れ替えが見られる程度であり、特に変動はな
い。

個別的要因に変動はない。

収益価格は、都心部等と異なり、賃貸市場が成熟していないため、賃料水準に収斂が見られず、適正な純収益を把握し難く、
その精度が劣る。取引事例は、実際の取引に基づくもので比準価格は市場を反映する。よって、比準価格を標準とし、収益
価格を比較考量し、標準地及び指定基準地価格からの検討を行い、同一需給圏周辺の他の基準地との均衡分析を繰り返し、
更に価格形成要因の変動状況をも勘案の上、上記の鑑定評価額を決定した。

［

［

店舗
Ｓ２

周辺で店舗、マンション等の複合再開発が見られるが繁華性に大きな変動はなく、当面は現状で推移していくものと予想す
る。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 136,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

135,000

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

姫路 21

代表標準地 標準地

5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

-2.0

-1.0

-32.0

-10.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ姫路駅北東
3.9km

ＪＲ姫路
3.9km

(8)

南西20m市道､背面道

商業
(80,400)

（その他）　　　　
(90,400)

特にない ２０ｍ　市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
ガス　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

720

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

20.0  ｍ、　奥行　約 36.0  ｍ、　規模 720  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

137,000 円／㎡

81,300 円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

78,500 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間0.0％ ％

59.4 ］

100［ ］ 102.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

+2.0二方路

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

135,000

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

姫路（県） -5

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

+2.0

-4.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

130,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

97.9 ］

100［ ］ 102.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 29日 正常価格

令和 4年 7月 7日令和 4年 7月 1日

97,900,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 136,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

110,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は姫路市全域、用途的類似地域は商業地域。需要者は地元の個人事業者、中小法人が中心となる。同一路線上に
大型ショッピングセンターがあり地域の中心商業地である。近年周辺で複合マンションの建設や大型遊技施設が見られるが、
繁華性に大きな変化はなく、商圏人口も安定している。用途等が多様な地域であり、需要者の業種業態も様々であることか
ら、取引価格にバラツキがあり、中心となる価格帯は見出し難い。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

姫路（県） 22－5

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

姫路（県） －5

基準地番号 提出先

22 兵庫県

所属分科会名

兵庫第６分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

（株）兵庫不動産鑑定所　　　　　　　　　　　　　　　　　

塩住　直彦



姫路市花田町高木字西中川原５３０番３

中小規模工場地

皮革工場を主体とし
、住宅も見られる工
業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北50 60 40 90 中小規模工場地

-

対象基準地と同じ

新型コロナ感染症の影響、回復状況はエリア、用途、物件により
バラついているが、需給関係による地価の二極化傾向は拡大しつ
つある。

皮革関係中心の工業地域であるが、特段の地域要因の変動は見受
けられない。需要は低調で推移している。

個別的要因に変動はない。

貸工場・倉庫等は殆ど見られず、賃貸市場が未成熟であることから収益価格は求められなかった。比準価格査定にあたって
は同市及び隣接市内の類似地域等より価格牽連性の認められる事例を収集し得た。需要者の意思決定は周辺取引価格水準を
基礎としており、求められた比準価格はかかる需要者行動を強く反映していることから、規範性は高いと判断した。よって
本件では比準価格をもって、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

工場

皮革工場を中心とする工業地域であり、産業の全般的な低迷等を背景に当地域も衰退傾向が窺える。当面は同基調で推移す
るものと予測する。地価も下落傾向が継続している。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 16,000円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

代表標準地 標準地 地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

ＪＲ姫路駅北東
4km

ＪＲ姫路
4km

(8)

西6m市道

工業
(60,200)

（その他）　　　　

特になし ６ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

629

( )

⑨法令上の規制等

台形
1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

24.0 ｍ、　奥行　約 27.0  ｍ、　規模 650 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

15,500 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間-3.1％ ％

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 8日　提出

宅地-1

ない

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 21日 正常価格

令和 4年 7月 7日令和 4年 7月 1日

9,750,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 15,500 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

13,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は同市をはじめ隣接市町内の工業地域である。需要者は製造業、流通業等を営む法人や地元に地縁性を有する個
人事業者などが中心である。近年、工業地に関しては総じて需要は回復傾向にあるが、いわゆる町工場については需要は低
調であり、濃淡が顕著である。敷地規模にバラつきがあること、借地の利用形態も多いことなどから中心となる価格帯は明
確には見出せない。近隣地域については皮革産業の低迷により、需要の低迷が著しい。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

姫路（県） 1－9

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

姫路（県） －9

基準地番号 提出先

1 兵庫県

所属分科会名

兵庫第６

業者名

不動産鑑定士氏名

中田不動産鑑定事務所

中田　信



姫路市御国野町御着字深見１８１番２２外

中小規模工場地

金属、機械工場等を
中心とする工業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北60 70 40 50 中小規模工場地

-

対象基準地と同じ

企業の設備投資は持ち直しの動きが見られ、臨海部、内陸部を問
わず、工業地に対する需給は総じてやや強含みで推移している。

近隣地域は金属、機械工場等を中心とする工業地域であるが、当
地域に影響を及ぼす特筆すべき地域要因の変動は見受けられない。

個別的要因に変動はない。

近隣地域等では所有者自身による利用を目的とした土地建物が殆どで、類似の不動産に係る賃貸市場が形成されているとは
言い難く、適切な賃貸事例の収集が困難であるため、収益還元法の適用は断念した。一方、比準価格は自用目的の工業地に
係る取引事例を採用して試算された、市場の実情を反映した実証的な価格であり、その規範性は高い。従って本件では、比
準価格を採用し、周辺標準地価格とのバランスをも検討のうえ、鑑定評価額を上記の通り決定した。

［

［

工場

近隣地域は金属、機械工場等を中心とする工業団地として成熟しており、当地域に影響を与える特段の要因は認められない
ことから、ここ当分の間は現状を維持して推移するものと予測する。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 40,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

40,900

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

姫路 4

代表標準地 標準地

9

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-3.0

+10.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

ＪＲ御着駅南東
600m

ＪＲ御着
600m

(8)

北12m私道､背面道

工業
(60,200)

（その他）　　　　

特にない。 １２ｍ　私道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

1,481

( )

⑨法令上の規制等

1:1.5

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

30.0 ｍ、　奥行　約 50.0  ｍ、　規模 1,500 ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

41,000 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

43,000 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+1.2％ ％

106.7 ］

100.6［ ］ 101.0［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 7日　提出

宅地-1

+1.0二方路

　補正

ほぼ長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 6月 24日 正常価格

令和 4年 7月 5日令和 4年 7月 1日

60,700,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 41,000 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

32,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏を姫路市を中心とし、隣接する高砂市を含む播磨地域全般の工業地域等と判定した。当地域は金属、機械工場等
を中心とする工業地域で、主な需要者は中小法人のほか大企業の関連企業等が想定される。製造業を含む企業の設備投資は
回復傾向にあり、同種の不動産に対する需給関係は比較的堅調に推移している。画地の形状や規模が様々であるため、需要
の中心となる価格帯を一様に見出すことは困難な状況にある。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

姫路（県） 2－9

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

姫路（県） －9

基準地番号 提出先

2 兵庫県

所属分科会名

兵庫第６分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

ミント不動産鑑定

田中　君憲



姫路市大津区勘兵衛町３丁目２番１

工場地

工場、作業所等が混
在する工業地域

②標準的使用ｍ東 ｍ、西 ｍ、南 ｍ、北100 150 150 150 工場地

-

対象基準地と同じ

生産活動は一進一退の動きになっているものの、設備投資は増加
計画となっている。物流用地への需要は概ね堅調に推移している。

臨海部の工場地域で、従来の製造系のほか流通業務系のニーズも
顕在化している。

個別的要因に変動はない。

工場を主体とするとする地域であり、後述する理由から収益還元法は適用できなかった。近隣地域においては投資目的での
取引はほとんどみられず自用目的での取引が支配的である。したがって、近隣地域及び類似地域内の不動産市場で形成され
た価格から試算され、信頼性の高い比準価格を採用して、標準地との検討を踏まえ、鑑定評価額を上記のとおり決定した。

［

［

工場

臨海部の工場地域として概ね成熟しており、当面は概ね現状を維持して推移するものと予測される。

③標準的画地の形状等

⑤周辺の土地の利用の
状況

④敷地の利用の現況

[地域要因]

[個別的要因]

[一般的要因]

価
格
形
成
要
因
の

変
動
状
況

ら
の
検
討

②変動率

前年標準価格 26,500円／㎡

公示価格 円／㎡

標準地番号 -

新規

代表標準地 標準地

公
示
価
格
を

規
準
と
し
た

価
格

26,800

⑥対象基準地
  の規準価格

(円／㎡)

①

標準地番号

姫路 1

代表標準地 標準地

9

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

0.0

-2.0

+14.0

0.0

0.0

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

⑦
内
訳

山陽電鉄山陽天満駅南
910m

山陽電鉄山陽天満
910m

(8)

北西10m市道､北東側
道

工業
(60,200)

（その他）　　　　

特にない １０ｍ市道

　要因の

　比較

　因の比

　較

水道　
下水

③

間口　約

法令

規制

年地価調査）

(3)最有効使用の判定

(2)

⑦供給

(3)鑑定評価の条件 更地としての鑑定評価

２　鑑定評価額の決定の理由の要旨

(1)

基
準
地

①所在及び地番並びに

　「住居表示」等

③形状

②地積

（㎡）

11,810

( )

⑨法令上の規制等

1:2

⑥接面道路の状況

処理施

設状況

⑧主要な交通施設との

　接近の状況

近
隣
地
域

①範囲

④地域的特性

⑤地域要因の
　将来予測

80.0  ｍ、　奥行　約 150.0  ｍ、　規模 12,000  ㎡程度、　形状

特記

事項

街

路

交通

施設

(5)鑑定評価の手法
   の適用

取引事例比較法

収益還元法

原価法

比準価格

収益価格

積算価格

26,800 円／㎡

／   円／㎡

／   円／㎡

(4)対象基準地の

個別的要因

(7)試算価格の調整
   ・検証及び鑑定
   評価額の決定の
   理由

公示価格

29,700 円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

年間 半年間+1.1％ ％

111.7 ］

100.8［ ］ 100［ ］

100［ ］100

100

100

100

　修 正

別記様式第６ 鑑定評価書（令和 4 令和 4年 7月 7日　提出

宅地-1

0.0角地

　補正

長方形

指
定
基
準
地

か
ら
の
検
討

⑥対象基準地
  の比準価格

(円／㎡)

① 指定基準地番号

-

地
域
要
因

街路

交通

環境

行政

その他

標
準
化
補
正

街路

交通

環境

画地

行政

その他

⑦
内
訳

(9)

　要因の

　比較

　因の比

　較

前年指定基準地の価格

円／㎡

②時 点 ③標準化 ④地域要 ⑤個別的

］

［ ］ ［ ］

［ ］100

100

100

100

　修 正 　補正

対
象
基
準
地
の
前

年
標
準
価
格
等
か

(10)

倍

[令和 4年 1月]

令和 4年 7月 1日 正常価格

令和 4年 7月 5日令和 4年 7月 1日

317,000,000鑑定評価額

(1)価格時点

(2)実地調査日

円 26,800 円／㎡１㎡当たりの価格

(4)鑑定評価日

(5)価格の種類
路線価又は倍率

22,000 円／㎡

１　基本的事項

(6)
路
線
価

倍率種別

(6)市場の特性 同一需給圏は姫路市臨海部の中小工場等が見られる範囲であるが、高速道路ＩＣも程近い内陸型工業地を含む播磨地域全般
である。需要者は地元企業のほか、大規模地については全国的規模の企業の進出も考えられる。臨海部では新規の設備投資
が見られ、総じて需要は堅調である。ただし、中心となる価格帯は見出し難いが、工業用地は圏域全般で不足気味であり需
要は堅調である。

継続
①-1対象基準地の検討

①-2基準地が共通地点（代表標準地等と同一地
点）である場合の検討

姫路（県） 3－9

開発法 開発法による価格 ／   円／㎡

姫路（県） －9

基準地番号 提出先

3 兵庫県

所属分科会名

第６分科会

業者名

不動産鑑定士氏名

株式会社田中不動産鑑定

田中計機


